
（別添４）

平成２９年度鳥取県市町村創生交付金　対象事業 智頭町

（１）基本交付額分

対象事業名 事業名・事業内容
事業費

（千円）

1

３　福祉保健の充実
（３）身体障害者その他の就職困
難者に対する就職準備のための助
成に要する経費

特定新規学卒者就職支度金支給事業
　身体障害者その他の就職困難者など新規学卒者の常
用就職を容易にするため、就職準備のための支度金を
支給する。

50

2

６　農林水産業等の振興
（２）農地の賃借及び農作業の受
託を行う認定農業者等に対する助
成に要する経費

担い手規模拡大促進事業
　地域の担い手である認定農業者等が農業規模拡大を
目的に町内の農地を借り受ける際に、賃借料相当分を
助成することで農地集約と有休農地の解消を図る。

98

3

６　農林水産業等の振興
（５）地産地消意識の高揚及び普
及定着を図るための活動及び食育
に関する取組に要する経費

食育推進事業
　食育推進の啓発のための講演会及び食育イベントを
開催する。

61

4

７　人権尊重の社会づくりの推進
（１）人権問題解決のため住民学
習を計画又は運営する人権教育推
進員の設置に要する経費

人権教育推進員設置事業
　人権教育推進員を設置し、人権問題学習活動の指導
助言や学習相談を推進する。

2,212

5

７　人権尊重の社会づくりの推進
（２）人権問題解決のための住民
の自立支援及び福祉の向上を図る
相談員の隣保館等への設置に要す
る経費

生活相談員設置事業
　生活相談員を設置し、地区住民の生活相談に応じ必
要な助言指導を行う。

2,498

6

８　地域文化、芸術の振興
（２）文化財（市町村指定が見込
まれるものを含む。）の補修又は
活用に要する経費

石谷家住宅維持修繕事業
　重要文化財として公開している石谷家住宅の破損等
の修繕を行う。

2,124

7

８　地域文化、芸術の振興
（２）文化財（市町村指定が見込
まれるものを含む。）の補修又は
活用に要する経費

石谷家住宅庭園管理事業
　重要文化財として公開している石谷家住宅の庭園の
維持管理及び補修を行う。

5,000

8

８　地域文化、芸術の振興
（２）文化財（市町村指定が見込
まれるものを含む。）の補修又は
活用に要する経費

文化財公開活用支援事業
　耐震計画・整備工事についての講演会を開催する。

200

9

８　地域文化、芸術の振興
（２）文化財（市町村指定が見込
まれるものを含む。）の補修又は
活用に要する経費

土師歴史資料館文化財公開活用支援事業
　智頭町内の埋蔵文化財の保存・公開情報を目的に、
町内空き校舎を活用した｢埋蔵文化財センター｣を拠点
として、展示・体験学習会の開催や出土品・調査資料
等の再整理を行う。

1,800

10

８　地域文化、芸術の振興
（３）小・中学校等で行う音楽、
演劇等の芸術鑑賞会の開催に要す
る経費

青少年劇場巡回講演開催事業
　芸術鑑賞の機会の少ない小規模校の児童に対して、
優れた芸術を鑑賞する機会を等しく提供し、豊かな情
緒を培い、健全な育成に資する。

309

11 ９　市町村の自主的な行政運営

同和地区高等学校等就学奨励金支給事業
　町内の同和地区に居住する者の子で、経済的に就学
が困難な家庭環境にある高等学校、高等専門学校、短
期大学及び大学並びに各種専門学校及び養護学校高等
部在学者に対し、就学奨励金を支給する。

3,156
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対象事業名 事業名・事業内容
事業費

（千円）

12 ９　市町村の自主的な行政運営

地域おこし協力隊地域活性化事業
　地域おこし協力隊がチームをつくり外部講師を招聘
し、学んだり、ワークショップを行い、地域の人たち
と交流するなかでニーズを掴み、地域活性化につなげ
る。

2,991

13 ９　市町村の自主的な行政運営

総合計画周知及び実践事業
総合計画に掲載された事業に関わる住民のインタ
ビューや町の人口分布などを掲載した副読本を作成
し、総合計画を住民にわかりやすく伝える。

1,620

14 ９　市町村の自主的な行政運営
智頭町新規創業・開業支援
町内で新たに創業する者に対し、事業に要する経費の
一部を補助することにより、商業の振興を図る。

1,500

15 ９　市町村の自主的な行政運営

智頭町店舗改修事業
店舗改修に要する費用の一部を補助することにより、
店舗の活用の促進を図り、地域経済の活性化に寄与す
る。

1,399

事業費　計 25,018

（２）調整交付額分

対象分野名 事業名・事業内容
事業費

（千円）

1 ④地域コミュニティの形成
疎開保険事業
　災害支援を切り口とした地域間交流、物流、商流に
よる地域おこしを行う。

648

事業費　計 648

平成２９年度交付決定額の算定方法 （単位：千円）

基本交付額分

対象事業費 ［①］ 25,018

基本交付基準額（①×1/2　千円未満端数切り捨て）［②］ 12,509

基本交付額 ［③］ 9,982

②と③のいずれか低い額 ［④］ 9,982

調整交付額分

対象事業費 ［⑤］ 648

調整交付基準額（事業ごとの事業費×1/2（１事業の上限1,500千円 千円未満端数切捨て）の計）［⑥］ 324

⑥を上限に採択状況に応じて配分した額 ［⑦］ 324

平成２９年度　交付額 ［④＋⑦＝⑧］ 10,306

平成２８年度　精算額 ［⑨］ △ 6

平成２９年度　交付決定額　 ［⑧＋⑨＝⑩］ 10,300
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